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豊田正明
　
一
　
はじめに
約五年前に『チャイルドシート不使用による過失相殺』との題目で、交通事故に遭った際にチャイルドシートを
装着していなかったことで同乗者の損害が拡大した場合における過失相殺
）1
（
の可能性、その根拠、過失相殺率、そし
て想定される問題点の検討を行った
）2
（
。当時は公刊された裁判例も少なかったことから、主に統計的資料から、座席
位置、衝突部位や損壊別 考察、さらには具体例における考察を行い、同稿における結語として、チャイルドシート不装着における過失相殺の可能性が高いこと、そして ぼろげながらも過失相殺における類型化のたたき台を提示した。
それから今日に至るまで、いくつか公刊された裁判例もみられるようになり、この問題に関する裁判所の立場が
徐々に明らかになってきてい 。また、裁判例が明らかになることにより、新たな問題点も浮き彫りになってきている。依然としてチャイルドシート不装着による過失相殺について検討している文献は多いとはいえない
）3
（
が、この
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ように裁判例が徐々に積み重なってきていることを鑑みれば、いずれはそこから新たな基準となるべきものが見いだしうるのではないかと思われる。現段階においては過失相殺される場合の類型化は非常に厳しいと思われるが、ある程度の傾向ないし問題点は見いだしうるように思われる。
ところで、欧米に比べチャイルドシート
）4
（
の安全基準で立ち後れているとされる我が国においても、技術の進歩は
著しく、各メーカーから欧米の基準に勝るとも劣らないチャイルドシートが開発・販売されるようになってきている。この点もチャイルドシートを装着できるな しは装着すべき一因、すなわち過失相殺を肯定する一因となると考えてよいと思われる。
本稿では、近時のチャイルドシート不装着に関する裁判例を検討し、実務の趨勢がどのようになっているのかを
考察し、前稿で触れられなかった点についてさらに踏み込んだ検討を行いた と考える。
二
　
チャイルドシートを巡る事情
前稿からこれまでの間にチャイルドシート装着の義務化およびチャイルドシート自体についてどのような変化が
あったかをまず確認しておきたい。
まず、チャイルドシートに関する国内の安全基準に関しては、安全基準を強化するため２００６年１０月に変更
され、これまで日本国内で独自に定めて た安全基準からヨ ロッパの統一規格「ＥＣＥ規則４４号」を採択することになり、５年間の猶予期間を経 ２０１２年７月に完全適用することになった。すな ち、２００６年１０月以降２０１２年７月 はこれま の国内基準と併用さ ることになり、２０１２年７月以降は基準が一本化され
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ることになる
）5
（
。
次にチャイルドシートの装着率についてであるが、２００１年４月１日のチャイルドシート装着義務化直後は装
着率が飛躍的に伸びたとされている
）6
（
が、その後、警察庁交通局並びにＪＡＦ（日本自動車連盟）の調査によると、
２００２～２００８年における各年の統計では５０％前後でほぼ横ばい状態を示している
）7
（
。すなわち、装着率は伸
び悩んでいる状態にあるといえる。これには、チャイルドシートが高額であること、装着が面倒であること、子供がいやがったりすること、年齢 より買い換えなければいけないこと、自分が事故に遭うとは考えていない など様々な要因が考えられるが 少なくとも非装着車両が事故に遭った場合にはチャイルドシート不装着による過失相殺の可能性と直接関連 ため 行政に さらな 周知徹底、補助金制度などが必要であるのはいうまでもい。
そして法的な状況であるが、前稿でも触れたように、チャイルドシートの装着は２００１年４月１日に道路交通
法上義務化され、６歳未満の幼児を乗車させる場合を規制の対象とし、違反した場合には運転者に対して反則点１点が科されて る
）8
（
。この義務及び罰則について変更はないが、チャイルドシート装着が義務づけられていない６歳
以上の児童については、２００７年 道交法改正
）9
（
により若干の影響があった。
２００７年の道交法改正前は、６歳以上の児童も運転者席の横の乗車装置（通常は助手席）に乗車する場合にだ
けシートベルトを装着すればよく、運転者席の横の乗車装置以外の乗車装置（後部座席）に乗車する場合にはいわゆる努力義務が課されていただけであった。した て、後部座席に乗車してい 者（児童含む）がシートベルトを装着していなかった場合でも基礎点数が減点されることはなかっ ものが、この改正により２００８年６月１日以降は後部に乗車している者（児童含む）がシートベルトを装着していなかった場合に 、反則点１点が科され
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ことになった
）10
（
。この点は、チャイルドシート使用を義務づけられていない６歳以上の子供が後部座席に同乗する場
合において、シートベルトを装着していなかった場合にはより過失相殺（ないしは被害者側の過失による減額）される可能性が高くなると考えられよう
）11
（
。もちろん、児童本人の過失による過失相殺なのか、被害者側の過失による
減額なのか つ の問題は残るが。
なお、前稿においても指摘した
）12
（
が、６歳から１０歳の児童
）13
（
については、安全確保のためにも道交法上ジュニアシ
ートの装着を義務づけるべきであり、道交法第７１条の３第２項を早急に改正すべきであると思われる。もし改正がなされた場合には、過失相殺（ないし 被害者側の過失による減額）される可能性が高くな 考えられよう。
ところで、前稿発表以降、注目すべき裁判例が出され、そこでは検討すべき問題点が見受けられることから、次
章では個別に検討することにしたい。
　
三
　
裁判例の検討
　
以下では裁判例を検討する。なお、引用文中の強調部分および下線部分は筆者によるものである。
（１）福岡地判平成８年３月２２日（自保ジャーナル１１５４号２頁）【事案の概要】信号機の有無不明の見通しの良い交差点（５０ｋｍ／ｈ制限）において、 Ｘ（Ａの母親）が運転し、 Ａ（女児、 １歳）
が背もたれを倒した状態の後部座席に同乗していた軽四輪貨物自動車が対向右折車線上を約４０ｋｍ／ｈから１５
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ｋｍ／ｈに減速して、さらに２０ｋｍ／ｈに加速して右折しようとしたところ、約１１０ｋｍ／ｈで対向してきたＹ運転の乗用車がその左側方に衝突し、Ａが車外に放り出されて脳挫傷および頭蓋骨骨折で死亡した。【判旨】Ｙには１１０ｋｍ／ｈの高速度のまま進行した過失があったが、他方、Ｘ（Ａの母親）にも、優先する対向直進
車の動静注意を怠って安全確認が不十分の過失があり、加害車両の速度は朝方の一般道路においては常軌を逸高速度であること、Ｘ（Ａの母親）はチャイルドシートを装着させる等の措置を講じなかったことから、３５％の過失相殺を認めた。
　【検討】この裁判例において注目すべき点は、事故日は平成６年４月１３日であり、道交法上チャイルドシートの使用が
義務づけられる以前のものである
こと、チャイルドシート不装着により損害が拡大したか否かの判断を明示してい
ない（事故態様からすれば当然と判断したからか）こと、被害者側の過失という論理ではなく、Ｘの過失の一部として過失相殺事由として斟酌してい 本事案 場合、直進車対対向右折車との事故 あるから、道路幅員が同じ場合には基本的な過失割合は直進車：対向右折車＝２０：８０であるところ、事故 時間帯および直進車側に６０ｋｍ／ｈの速度超過があることから大幅に過失割合が修正されていることが窺われるが 車道幅員 詳細等が不明のため、一般に公刊されている過失相殺割合の基準を用いて事故態様そのも の過失相殺割合とチャイルドシート 装着による過失相殺割合とを峻別して推測す が非常に困難であるというこ である
）14
（
。
　
思うに、義務化以前の事案でもあり、また過失相殺の修正事由はおおむね１０％刻みであることからすると、
チャイルドシート不装着の割合は５％程度ではなかろうか。
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（２）神戸地判平成１４年８月１９日（交民集３５巻４号１０９９頁）【事案の概要】夜間、見通しがよく明るい片側１車線の南北道路（北行２車線、南行１車線、南行き下り坂の左カーブ、４０ｋ
ｍ／ｈ制限）を５０ｋｍ／ｈで南進中のＹ（Ａの父）運転・Ａ（男児、７ヶ月）及びＸ（Ａの母）同乗の自動車が、Ｙが左後方へ脇見 したことにより、道路左側縁石に衝突、走行の自由を失って対向車線外側の電柱に衝突し、Ａが脳挫傷等の傷害により事故９日後に死亡した。【判旨】「本件事故当時、Ｘは加害車両の右後部座席で、授乳後寝てしまったＡを両手に抱いて座っていた
が、突然に激
しい衝撃を受けて、投げ飛ばされ、気がついたときには、横転した車の中で倒れていた。
本件事故当時、後部座席に座っていたＸは、授乳をするためもあってシートベルトを着用していなかった。授乳
後もなおシートベルトを着用しなかったのは、眠りについたＡを動かして起こすことがないようにと考えたからである。
ＹとＸは、チャイルドシートを保有していたものの、事故当時はこれを車に装着しておらず、Ａに させてい
なかった。 」
Ｘにも共同不法行為が成立するとのＹの主張につき、 「本件事故は、Ｙのわき見運転という前方不注視の過失に
起因するものであり、それがＡに脳挫傷等の傷害を負わせ、Ａの死亡の原因を生じさせ といえる。Ｙは Ｘのシ
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ートベルト非着用・チャイルドシート非着用及びＹに運転を促したＸの行為はＹと共同不法行為の関係にあると主張するが、Ｘの行為とＹの行為との間には、Ａの死亡という結果に対して、社会通念上、一連の として客観的な関連性があるとはいえず、両者間に共同不法行為は成立しない。 」とした。
　
被害者側の過失につき、 「Ａは、 Ｘの長男で生後七ヶ月の乳児であり、 Ｘと同居し養育されていた。そうすると、
Ｘは、Ａと身分上、生活関係上、一体をなしている関係にあるので、Ｘの過失は、Ａ側の過失として 過失相殺の対象となると考えられるのが相当である」とした。
　
Ｘがシートベルトを装着（判決文では「着用」 ）していなかったことにつき、 「車両が横転するといった本件事
故の態様からみて Ｘがシートベルトを着用していたと も、抱いていたＡを守りきるこ ができたかどうかは疑問であり、Ｘの手から離れたのであれば、Ａが生後七ヶ月の乳児であることからして、死亡の結果は免れなかった可能性が大きいこと、Ｘは後部座席搭乗者であるところ、後部座席搭乗者にシートベルトを着用させる義務は、直接には自動車運転者であるＹの遵守事項として規定されている
（道路交通法七一条の三第三項参照）が、淮河Ｘ
に着用を求めてはいないこと、
後部座席に座っている者のシートベルトの着用については、その着用が一般化し、
社会的にみて常識的になっている まではい ないこと などを考慮す と、本件においてＸが後部座席でシートベルトを着用し いなかったとは え、それをもって過失相殺の事由とするこ は相当とは えない。 」とした。
　
チャイルドシート不装着（判決文では「非着用） ）につき、 「本件事故における衝撃の強さ、Ｙ車両の横転の事
実、同車の破損状況等を考慮にいれても シートベルトを着用していたＹが無傷であったことからみて、Ａ 乳児であるとしても、チャイルドシートさえ着用しておれば 傷害でとどまっ 可能性は否定できず、チャイルドシートの非着用がＡの死亡という結果 少なからざる影響を与えたことは否定できないと考えられる。
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ただ、チャイルドシートの着用は、道路交通法上は、運転者が、同乗する子供に対し、チャイルドシートを着用
させる義務を負っているものであるから、運転者であるＹが、同乗者であるＸに対し、Ａにチャイルドシートを着用させなかったことを落ち度として主張することができるかについては疑問がないではない。
しかしながら、Ｘは、母親として、Ａ 安全に最大限配慮すべき立場にあるのであって、チャイルドシート自体
を保有していたにもかかわらず、これを着用させることを怠り、漫然と被害を拡大させた
ことは、過失相殺の一事
由として考慮するのが損害の公平な分担の理念に合致する 考えられる。この点、ＸはＹがチャイルドシート装着に非協力的であっ 、装着が不可能であった旨 主張するが、Ｘが一人で装着できないのであれば、Ｘの両親に手伝ってもらうなどして、装着することは可能であった
」のであるから、 「Ａにチャイルドシートを着用させなかっ
た点については、Ｘにも過失があったといえる」とし、 「ＸがチャイルドシートをＡ 着用させなかった点は過失といえ、その過失は本件事故によ Ａの死の結果発生に寄与してい といえるから、Ａの損害につき過失相殺すべきところ、ＸとＹとの各過失の態様その他上記認定事実を考慮すると、Ａの損害の一割を過失相殺するの 相当である。 」
また、ＹとＡとは親子である以上、親と子は生活関係上一体であるからＹに対して損害賠償すること 権利濫用
に当たるとのＹの主張につき 「夫婦間および親子間で不法行為が 場合、確かに、夫婦ないし親子、特に未成年の子と親 間では生活共同体が構成され、その内部 発生した問題については、共同体内部で解決されるとが望ましいし、実際にも上記のような共同体にある夫婦ないしは親子の一方が他方に対して、不法行為による損害賠償請求をすることはほとんどな であろうと考えられる。
しかしながら、共同体内部で発生した不法行為であるからといって、当然に その被害者が損害賠償請求権の行
121 ―― チャイルドシート不装着による過失相殺再論
使を制限されるというものではなく、親子の関係にあるからといって全く権利行使が許されないものではない（ただ、夫婦及び同居の親族間には、協力扶助義務があり、相互に円滑な共同体を維持する義務があるから、夫婦あるいは親子間で損害賠償請求権を行使することは、右義務に違反し、権利の濫用として許されない場合もあろうが、いかなる場合が権利濫用にあたるかは、不法行為の態様、被侵害利益の内容、違法性の強弱等の具体的事情を考慮して判断されるべき問題である
） 。
本件事故は、Ｙの自動車運転における前方不注視という一方的で著しい過失によりＡを死亡させたもので、過失
の内容も大きく、被侵害利益も生命という重大なものである。また、ＸＹの婚姻関係は既に破綻に瀕し、現に離婚訴訟中であるから（※省略） 、もはや愛情によ 共同体関係にあるとはいえない。このよう 事情に照らすと、
本
件損害賠償請求により夫婦ないし親子共同体を破壊するおそれ の損害賠償請求権の行使が の濫用になるともいえない。
なお、 『被害者側の過失』の理論の根底にある、 『財布は一つ』の考えは、あくまで、損害の公平な分担・求償関
係の一挙解決を趣旨 するのであって、生活を共同にしてい がゆえ 一切の損害賠償責任が追求できない趣旨とまでは解されないから、親子間 損害賠償請求の全てが権利の濫用 して許されないも ではない
。 」とした。
【検討】　
まず、共同不法行為成立の有無につき、Ｘの行為とＹの行為との間には、社会通念上一連の行為として客観的
な関連性があると いえないとしているが、この表現だと、Ｘにも不法行為責任が成立しており、そ 上で共同不法行為の成立要件である客観的関連共同がな と判断しているとも受け取れる可能性 ある。したがって むしろ過失相殺における「過失」と不法行為成立要件としての「過失」 が質的に違うものであり、共同不法行為成立の
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前提条件であるＸの不法行為責任自体が成立していないとした方がスマートであったように思われる。
次に、本事案においては、まず加害者と被害男児とが親子関係にあること、そして加害者と被害者とは法律上の
夫婦関係にあるが当該夫婦関係は破綻に瀕しているという特色がある。
さらには、チャイルドシートを装着させるべき義務を負っている加害運転者がチャイルドシート不装着により損
害が拡大した場合 って減額を主張しうるのかという点が問題となってい のが非常に重要である。
道交法上の義務 いわゆる取締規定上の義務であ から、その義務違反が民事損害賠償の損害算定に際してどの
程度影響するかは議論の余地があり、本件でも裁判所は当然に認めるのでは く「疑問がないではない」とした上で、個別の事情を検討 ている
）15
（
。
前稿においては、チャイルドシート不装着 よる過失相殺につき、そもそも幼児の場合にはいわゆる過失相殺能
力につき問題があり、幼児本人の過失 基づく過失相殺が認められるかにつ て、昨今の裁判例の状況や有力説からすればチャイルドシート不装着（ミスユース含む）につき幼児に何ら の積極的な関与が認められ ならば、幼児本人の過失を斟酌して過失相殺を認め、積極的な関与がないならば被害者側 過失として減額をするのが妥当ではないかと述べた
）16
（
。
本事案に関していうならば、被害者は７ヶ月の幼児であるからチャイルドシート不装着（ミスユース含む）につ
いて被害者本人の何らかの積極的な関与はおよそ考えられず、いわゆる被害者側の過失による減額のみが問題となるわけである。したがって、被害者側の過失自体 有する問題点が次に問題となってくる。
まずは被害者側の過失と 、 Ｘの過失については「母親としてＡの安全に最大限配慮すべき立場にある」とし、
チャイルドシートを保有 ており、Ｙが非協力的であったとしても、仮に自分で装着で なければ「両親 手伝っ
123 ―― チャイルドシート不装着による過失相殺再論
てもらうなどして、装着が可能であった」とし、Ａの過失を肯定している。
前稿においては、チャイルドシート不装着における過失相殺を考える場合、子供は必ず同乗者であるから、損害
賠償に関しては、同乗車両運転者と相手方車両の運転者等と 関係において過失相殺の可否を考える必要があり、同乗車両運転者が子供の保護者
）17
（
であった場合、とくに同居する親等に対して損害賠償を請求することはないであろ
うから、実務上問題となる は加害車両の運転者等との関係ということになり、同乗車両運転者が保護者以外の場合には、 の間にも過失相殺 問題が生じることになると述べた。
しかしながら、同乗車両運転者との関係においては、前述したように保護者等が同乗車両運転者であれば問題は
生じないであろうが 保護者以外が同乗車両の であった場合には問題が生じるところ 道交法上義務づけられているのが運転手本人である以上、当人が不装着ないしは不装着を許諾したのであるから、過失相殺の主張が認めら な とする場合
）18
（
と、運転者の他の事情との兼ね合いにより、減額を肯定する場合（割合を少なくする場合を
含む
）19
（
）とに分かれることになると思われ、これはシートベルト・ヘルメット不装着
）20
（
の場合と同様に考えて良いだろ
うと述べた
）21
（
。
本事案は夫婦間で損害賠償を請求しており、 この点において前稿の予想を超えたものである。そこで検討するに、
一般に被害者側の過失については、いわゆるその範囲が問題となるところ、本事案においては被害者の母親（親権者）であるからこの点では問題は と ってよい。ところが、加害者 同乗 手であ 父 であり、婚姻中は原則として夫婦は共同して親権を行使すべき（８１８条）であるから、同人はこの点からすれば道交法上の義務と親権者として 義務とを負っ いることになるはずである。そうであるならば原則とし 共に被害者に対して親権者 して子の安全を確保すべき義務を負 いる者同士においては、そ 点につき基本的に互いを
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責めることはできないはずである
）22
（
。ＸとＹとは破綻に瀕しているとはいえ夫婦であり、本来子に対しては共同親権
を行使すべき関係 あるから、共同親権の行使が可能な限り行使すべき法的な義務として同等であろう。確かに現実的には本事案のように夫婦関係が破綻しているような場合には一方が親権を行使せざるを得ず、その間の子が乳児の場合 母親の方が引き取って主に監護・養育に携わっている場合が多いであろうから、別居している場合には事実上子と同居していない方の親は行使できないが
）23
（
、少なくとも夫婦が同じ場所にいる場合には、差を認めるべ
きで ないように思われる。したがって、ＸとＹとの過失内容を比較し、同乗の経緯などの諸事情を考慮 た結果、被害者側の過失に関していえば、Ｘには過失相殺すべ 過失はなかったと て、チャイルドシート不装着による過失相殺を認めるべきではなかったと考える。
なお、判決文の文脈か拉するに、離婚調停中とのことであるから、前述したようにおそらくはＡがＸを引き取っ
て別居中であったのではないかと思われる。そうである らば そ 点をより強調すべきであったように思われる。
さらに進めて同乗車両運転者が被害者の保護者等でない場合を考えてみると、本事案の立場からすれば、母親と
共に幼児に対して安全を配慮すべき父親からの過失相殺の主張が認め れるのであるから、保護者以外が運転者あった場合には、同人からの過失相殺の主張はより認 られやすいということに ろう。
また、ＹはＸのシートベルト非装着によりＡが死亡したと争っているところ、Ｘがシートベルトを装着していた
としても抱いていたＡを守り切れたかどうか疑問であること、Ｘ 手を離れれば死亡した可能性が高かったことシートベルトを装着させる義務はＹに課されていること、ＹはＸに装着を求めていない 、後席のシートベルト装着は一般化し、社会的にみ 常識的にな ているとまではいえな
）24
（
ことなどから過失相殺事由とはしなかった。
この点、今日では後席にシートベルト装着が義務化
）25
（
されており、類似の事案が起こった場合にどの程度判断に影
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響するか興味深い。
ところで、本事案はまた親族間不法行為について判断をしている。Ｙは、Ａとは親子であるから損害賠償請求は権利濫用にあたると主張したが、裁判所は、夫婦ないし親子、特に
未成年の子と親との間では生活共同体が構成され、その内部で発生した問題については共同体内部で解決されることが望ましいし、実際に不法行為による損害賠償請求をすることはほとんどないであろうし、夫婦及び同居の親族間には、協力扶助義務があり、相互に円滑な共同体を維持する義務があるから、夫婦ある は親子間で損害賠償請求権を行使することは、右義務 違反し、権利の濫用として許されない場合もあろうが、いかなる場合が権利濫用にあたるかは不法行為の態様 被侵害利益の内容、違法性の強弱等の具体的事情を考慮して判断され べき問題であって、共同体内部で発生した不法行為であるからといって、当然に、その被害者が損害賠償請求権の行使を制限されるというもので なく、親子の関係にあるからと って全く権利行使が許されないものではないとしてい
）26
（
。
しかも、Ｙの過失は大きく、被侵害利益は生命という重大なものであり、さら は、ＸＹの婚姻関係は既に破綻
に瀕し、現に離婚訴訟中であるから もはや愛情 よ 共同体関係にあるとはいえず、本件損害賠償請求により夫婦ないし親子共同体を破壊するおそれはないと ている。
また被害者側の過失理論にいう「財布は一つ」の考えも、損害の公平な分担・求償関係の一挙解決を趣旨と 、
生活を共同にしているがゆえ 一切の損害賠償責任が追求できない趣旨とまでは解されないとしてい 。
ＸからＹに対する損害賠償請求を認めることは、ＸＹ共にＡの法定相続人であるから、法定相続分にしたがえば
それぞれ損害賠償額の１／２ずつの相続分を有する
）27
（
ことになり、Ｙの分は実質的に混同により消滅する
）28
（
としても、
Ｘの分については意義があるといえる。
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なお、ＸＹ間の夫婦関係が破綻に瀕している実態に即した判断であり、妥当な判断といえるが、破綻の認定には
とくに注意を要すると思われる。（３）大阪地判平成１５年９月２４日（交民集３６巻５号１３３３頁）【事案の概要】Ｘ（Ａの母）がＡ（２歳、男児、Ｘの子）および訴外Ｂ（Ａの姉）を普通乗用車（チャイルドシートおよびジュ
ニアシート装着済み）に同乗させて帰省し、事故当日、訴外Ｚ（Ｘの弟）らと二台の車両（Ｘ車・Ｚ車）に分乗してレジャーランドに行き、同所で遊んだ後、その帰り道の東西道路 片側１車線、片側車道幅員約４ｍ、本件事故現場の東側では、南東へカーブし、西側では南西にカーブ、４０ｋｍ／ｈ制限）上において、４０ｋｍ／ｈからやや減速し 西進してきたＹ運転の普通乗用車が、脇見をしたためセンターラインをオーバーし 対向東進してきた訴外Ｚ運転・Ａ・訴外Ｂ・Ｃ（Ｘ 実妹） ・Ｄ（Ｘの母）同乗の普通貨物自動車（乗車定員４名、チャイルドシートおよびジュニアシート未装着）と衝突し、Ａが頭蓋骨骨折および外傷性くも膜下出血により事故２１日後に死亡した。なお、レジャーランドへ行く際にはＡ・Ｂ共にＸ車に同乗してい が、帰り道ではＢがせがんだためＡ・Ｂ共にＺ車に同乗した。【判旨】Ｘは「訴外Ｚは、亡Ａとは叔父・甥の関係に過ぎない。したがって 訴外Ｚと亡Ａは、当然ながら、生計も居住
も別で、そもそも顔を合わせたことも数度しかなかったのであるから、訴外Ｚと亡Ａとは身分上生活関係上一体関
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係にあったということはできない。
Ｘは、チャイルドシートを設置するよう訴外Ｚに促したが、
構造上設置できなかったものである。そして、Ｘは、
亡Ａに対し、 「立ったらだめよ。 」 「ちゃんと座ってないと。 」と注意し、亡Ａからの「うん、分かった。 」との返事を確認している。
また、Ｙの主張によれば、Ｘが別の車両にチャイルドシートを用意していたことにより、却って過失相殺という
不利益な扱いを受けることになり、その主張は到底説得的な主張では
。
そもそも、Ｙの摘示する道路交通法の規定は行政取締法規であって、被害車両の運転者たる訴外Ｚにつき行政上
義務違反を導くことはありえても、これをもって、直ちに民法上原告ら請求の損害賠償請求につき過失相殺という結論を根拠付け得るものではない
。さらに、乗用位置を決定したのも、Ｘではなく、訴外Ｚであって、Ｘは、座席
位置まで関与・支配し得る立場に
。
　
加えて、亡Ａは、何日か一緒に過ごした叔父との別れを惜しむ状況にあり、別府港までの短時間の同乗にすぎ
ず、どうしても、訴外Ｚ車に乗りたがる幼児二人を無理矢理、Ｘのワーゲンに押し込めることは心情的に困難であり、場合によっ は Ｘが運転 集中できなくな など却 て危険であったこと ども考え併せると、Ｘに賠償額を減額されるよ な不注意も責められるべき事情も と認めるべきである」と主張した。
これに対し裁判所は、 「未だ二歳の亡Ａは、チャイルドシートを着装することのできない訴外Ｚ車の後部座席に
大人が介添えもできない位置関係で着席していた 、
同行するＸの車にはチャイルドシートの設備があったこと、
訴外Ｄの他にも、事故や急ブレーキといった咄嗟の出来事の際には亡Ａを庇うことができる大人が複数同行していた
こと、訴外Ｄの隣に着席していた訴外Ｂは、訴外Ｄが抱きかかえ、シートに座ったままで、膝の打撲の傷害にと
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どまった
こと、亡Ａは運転席の座席下の隙間に右半身を下にした横向きにうずくまるような格好で発見され、頭蓋
骨骨折、外傷性くも膜下出血の傷害を負い、救急搬送時に既に心肺停止状態に陥ったことが認められ、これらの事実によれば 亡Ａが、チャイルドシート 着装せず、大人が庇うことも出来ない位置に着席していなけ ば、本件事故の衝撃によって、頭蓋骨骨折、外傷性くも膜下出血の傷害を負い、短時間で心肺停止 至る いった最悪の結果を回避することができた
ものと認められる。
そして、亡Ａの親権者たるＸとしては、車両の走行に当たっては、かかる事態は全くの予測外の出来事ではない
のであるから、たとえ、亡Ａらが切望したとしても、幼児の機嫌が変わるの 待って、あるいは、他の乗車メンバーを交替す などして、チャイルドシートの設備されたＸ車に亡Ａを乗車させるか、訴外Ｚ車に乗車させるにしても、咄嗟 時には、二歳の亡Ａを大人が庇えるような座席位置になるよう、他の同乗者の座席位置を考慮するよう申し向けるなどの配慮をすべき監督上の義務 あったというべきである。
民法七二二条二項の被害者の過失には、被害者と身分上、生活関係上、一体をなすと認められるような者の過失
をも包含すると解されているところ、亡Ａの母親 あるＸが、上記関係にあることは明らかである。そして、亡Ａの死亡によって多大な精神的苦痛を受けているＸの過失を取り沙汰することは 心情的にはしのびないが ・・・亡Ａに同伴していたＸの監督上の過失を斟酌しないということは、不法行為によって発生した損害を加 者と被害者との間 公平 分担 いう民法七二二条二項 趣旨 反するというべきである。もっとも、減額率については、 ・・・Ｙの過失の重大性に鑑み、五％とするのが相当である」 した。【検討】本事案においては、チャイルドシートを装着させる義務を負っている者、すなわち被害者が同乗していた車両の
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運転手が両親等ではなく、被害者の叔父という親族関係はあるものの、被害者側の過失を認めることができるかどうか微妙な立場の者が義務者である点、親権者たる母親は二台連ねた別 車両を運転しており、しかも当該車両にはチャイルドシートおよびジュニアシートが装着済みであったという点、被害者が同乗していた車両にはチャイルドシートを装着するため 装置が かったという点、加害車両運転手の過失を考慮して５％の過失相殺を認めた点に特徴がある。
そもそも道交法上のチャイルドシート装着義務については、前述したように例外的に装着の義務が免除されてい
る場合が存在する。すなわち、 「疾病のため幼児用補助装置を使用させることが療養上適当でない幼児を乗車させるとき、 その他政令で定めるやむを得ない理由 あるとき」がそれである（道交法第７１条 ３第４項ただし書き
）29
（
） 。
この「その他政令で定めるやむを得ない理由」については、道路交通法施行令の一部を改正する政令（平成１１
年政令第２２９号）において規 され（同令第２６条の３の２第４項各号）ている。その第１号には「そ 構造上幼児用補助装置を固定して用 ることができない座席において を乗車させるとき（当該座席以外の座席において当該幼児に幼児用補助装置を使用させ ことができる 合を除く。 ） 」 規定されて ことから、座席に座席ベルトが装備されていない場合や、特殊な座席ベルト 例えば４点、５点式など）が装備 場合などチャイルドシートを取り付けるこ ができない場合に 免除されて と解され い
）30
（
。したがって、本事案においては
この「その他政令で定めるやむを得ない理由があ とき」に該当しており 同乗車両運転者に道交法上のチャイルドシート装着義務はない。
Ｘが、別の車両にチャイルドシート（本事案ではジュニアシートも装着されているが、以下略）を用意していた
ことを理由に過失相殺されるのは不合理である、道交法上の規定は取締規定であるから直ちに過失相殺の過失に結
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びつくものではないという主張はこれに基づいているといえよう。
裁判所は、親権者であるＸには亡Ａらが切望したとしても、幼児の機嫌が変わるのを待つかあるいはチャイルド
シートの設備されたＸ車に亡Ａを乗せるか、訴外Ｚ車に乗せ にしても、咄嗟の時には、二歳の亡Ａを大人が庇えるような座席位置になるよう、他の同 者の座席位置を考慮するよう申し向けるなどの配慮をすべき監督上の義務があったとしている。
本事案では、亡Ａと同じく訴外Ｚ車に同乗したＢは訴外Ｄが抱きかかえて軽傷で済んでいることからも、大人が
庇えるような位置に座らせなかったことを過失と評価しているが、仮にＢから損害賠償がなされた場合には果たして被害者側の過失が認められるの どうか非常に興味深い。この点は チャイルドシートの義務が免除されている場合において、チャイルドシート不装着を被害者側の過失として評価して減額できるかが正面から問題となるからである。
なお、同令第２号においては、 「運転者席以外の座席の数以上の数の者を乗車させる め乗車させる幼児の数に
等しい数の幼児用補助装置のすべてを固定して用いることができない場合において当該固定し 用いることができない幼児用補助装置の数の幼児を乗車させるとき（法第５７条第１項本文の規定による乗車人員の制限を超えない場合に限る。 ） 。 」と規定されており、自動車の乗車定員の範囲内で乗車させる場合において、乗車さ る幼児 すべてにチャイルドシートを固定して用いること でき いときには、固定して用 ることが可能な分だけ装着すればよく、固定して用いることができな については、チャイルドシートの装着義務が免除されて る。こ 場合においても第１号のときと同様に過失相殺されうるかどうかが問題とされよう
）31
（
。
以下、同令第３号では「負傷又は障害のため幼児用補助装置を使用させることが療養上又は健康保持上適当でな
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い幼児を乗車させるとき。 」 、同令第４号では「著しく肥満していることその他の身体の状態により適切に幼児用補助装置を使用させることができない幼児を乗車させるとき。 」
 、同令第５号では「運転者以外の者が授乳その他の
日常生活上の世話（幼児用補助装置を使用させたまま 行うことができな ものに限る。 ）を行っている幼児を乗車させるとき。 」 、同令第６号では「道路運送法第３条第１号に掲げる一般旅客自動車運送事業の用に供される自動車の運転者が当該事業に係る旅客である幼児を乗車させるとき。 」 、同令第７号では「道路 法第８０条第１項ただし書 規定による許可を受けて人の運送の用に供される自動車（特定の者の需要に応じて運送の用に供されるものを除く。 ）の運転者が当該運送のため幼児を乗車させるとき。 」 、同令第８号 は「応急 救護 ため医療機関、官公署その他の場所へ緊急に搬送する必要がある 当該搬送のため乗車させるとき。 」と規定されているが、３号と４号は１・２号と同様 使用が不可能な場合 考えられる。６・７・８号については、どのような者が乗車するか予想できないことからすれば、物理的に不可能とまではいえ までも期待可能性が極め 低い場合と考えられる。これに対して５号は、一次的なやむを得ない場合であって、他の号とは趣を異にす 内容である。
思うに、同令第１～２号に規定されている物理的に装着できない場合（前述したように３・４号もこれに準じる
ものと考えて良いだろう）においては、チャイルドシート装着 期待可能性 なく 当該車に幼児を 乗させなことを期待しう のか、同乗させ ことを減額 根拠 して法的価値判断に取り入れることができるかという問題になるかと思われる。この点については、過失相殺を肯定する考え方 否定する考え方、肯定はするが割合 控えめにする考え方があり得ると思われる
）32
（
。本判決に即して考えるならば、①そもそもチャイルドシートを装着してい
る車が併走していたのであ からそちらに乗せるべきであった ②非装着車に乗せる であれば大人が庇え 状態にすべきであったと う二段構えの論法をどう解釈する によ て過失相殺が認められ か認め ないかにつき
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結果が大きく異なってくることになりそうである。
この点につき、裁判所の判断は、①でも②でもどちらでもいいから当該措置を講じていれば死亡という結果を回
避できたであろうという点を重視しており、本件のようにチャイルドシート装着車が併走しているといういわば特殊な場合においては、被害軽減の可能性としては①② 順で評価していると考えられる。このことからすれば、チャイルドシートを装着している併走車がいない場合においては、①の選択肢は選択し得ないから、チャイルドシートを装着することができない車に乗せる であれば大人が庇える状態 することで足りると考えられる。換言するならば、そのような非装着車に乗せたこと自体については原則とし 過失相殺の根拠にはしないが、大人が庇える状況にしておく等の次善の策 講じるべき義務が発生し、これを怠った場合には過失として評価 、減額が認められると解釈するのが妥当であるように思われる
）33
（
。
同令６～８号については、１～４号 物理的に不可能な場合に準じた考え方 よいように思われる。同令５号については、日常的にやむを得ない場合でありしかも一時的なものであることか すると、このような
一時的な場合に事故が発生したというのは極めて稀な場合に属する ろうから このような場合に過失相殺を認めるのは酷であるといわざるを得まい。したがって、この あっては、授乳や子供をあやす ど 行為を行っていることが予想されるため、次善の策を講ずる余地はないと考えられ から 原則的に過失相殺が認められなと考えて良い では いだろうか。
これらをまとめて一般的にいうならば、チャイルドシートを装着することが物理的に期待できない場合ないしは
法的に免除され いる場合などにおいては 原則的に過失相殺事由（被害者側の過失）とされる とはなく、他に損害軽減が期待できる方法があるならばそれを行わなかった場合には、過失相殺（被害者側の過失）さ る余地が
133 ―― チャイルドシート不装着による過失相殺再論
あり得るということになろう。（４）大阪地判平成２０年３月１３日（交民集４１巻２号３１０頁）【事案の概要】前後の見通しは良いが，左右の見通しは悪い信号機のある交差点（片側２車線の南北道路（車道幅員３
. ０ｍ）
と片側１車線の東西道路（車道幅員３
. ０ｍ）が交差する）において、赤信号にもかかわらず南北道路の第１車線
を７０ｋｍ／ｈで北進中のＹ運転の普通乗用車 青信号にしたがい約４０ｋｍ／ｈで東進中のＸ１（Ａの父）運転・Ａ（女児、３歳） ・Ｘ２（Ａの母） ・Ｘ３同乗の普通乗用車とが出合い頭に衝突し、Ｘ２・Ｘ３・Ａが車外に放り出され、Ｘ１～３が負傷し、Ａが右側頭部裂傷により死亡した。【判旨】「本件当時、Ｘ１車の後部座席等には亡Ａ、Ｘ２及びＸ３が同乗していたが、いずれもチャイルドシートないしシートベルトを装着していなかった。亡 ら同乗者三名は、いずれも前記衝突によりＸ１車が横転し起き上がった直後、左側面の窓から車外に放り出され
、Ｘ１車の左側路面に転倒した。
亡Ａは、右側頭部に幅一〇センチメートル、長さ一五センチメートルの裂創等を負っており、これが致命傷とな
って、ほぼ即死したも である。 」「本件は、信号機により交通整理のなされた交差点において、対面赤信号で交差点に進入した四輪車と、対面青信号で交差点に進入した四輪車が衝突した事故であり、加害車両一〇〇、被害車両〇の基本割合に拠るべき事案で
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ある。
その上で、 ・・・Ｘ１において、
道路交通法七一条の三第四項に反し、チャイルドシートを装着させないで、当
時六歳未満の幼児であった亡Ａを後部座席に同乗させており、同人が衝突の勢いで左側面の窓から車外へ放り出され路上に転倒したこと、右側頭部の裂創等が同人の致命傷になったことに照らし
、チャイルドシートの不装着が死
亡の結果発生に起因した可能性は否定し難いところといえ、損害の拡大を防ぐべき義務違反として応分に過失相殺すべきはやむを得ず、Ｘ１車の過失割合に一〇を加算する。 」
結局のところ、この事案では、Ｙ側の前方不注視が著しいとして、Ｙ側に一〇を加算して過失相殺なしとした。なお、Ｙが主張するＸ２～３のシートベルト不装着につき 「
道路交通法上の努力義務にすぎない後部座席同乗
者のシートベルト不装着をもって 過失相殺の修正要素とすべきではない とした。【検討】本事案では、チャイルドシート不装着につき、 「被害車両の過失割合に一〇を加算」した点、シートベルト不装
着につき、 「道路交通法上の努力義務にすぎない後部座席同乗者のシートベルト不装着をもって、過失相殺の修正要素とすべ ではない」とした点に特色がある。
ところで、過失相殺における被害運転者の過失と同乗者に対する被害者側の過失とは、被害者の損害が異なるう
え、理論的根拠も異なることから本来別個 認定され べきも である。しかしながら、Ｘ１車 過失割合にチャイルドシート不装着により１０％を加算 ということは、チャイルドシートとは関係な Ｘ１の損害自体についても１０％を減額するということになる。となる 、このことは を装着する義務があ Ｘ１に対し、義務違反をしたことで１０％が上乗せされたということになろう。そ そも、チャイルドシート不装着による
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過失相殺に関してはＡの損害についてのみ問題とされるべきものであって、Ｘ１の損害自体についてチャイルドシート不装着は全く影響しないはずだからである。さらには、Ｘ２ら 損害に対しても、被 者側の過失が認められる限り基本的にＸ１の過失をそ まま当てはめられるこ な ため、チャイルドシートとは関係がないにもかかわらず１０％を減額するということにもなっ しまい、疑問なしとはし得ない。
本事案は結果として、Ｙの過失を重視することで１０％減算することにより、Ｙ：Ｘ１＝１００：０の過失割合
を認めているので、過失相殺による減額がなかったため前述した不合理は生じなかったが、いくら過失相殺および損害賠償算定は裁判官の裁量事項であ といっても、より合理的な理論付けが必要であると思われる。
ところで、シートベルトもヘルメットもチャイルドシートも、いずれも事故に遭った際に被害者の損害を軽減す
るためのものであり、 ずれも装着していなかった場合に 原則とし 過失相殺が認められることに異論はないといってよいだろう。
とはいえ、道交法により法的に義務化されている場合にあっては減額が認められることに異論はないといってよ
いが、義務が努力義務の段階にとどま 場合であったり、そもそも法的に義務化されていなかったりした場合 は減額が認められるかどうかについては争いがあった。今日 おいてはいずれ 法的に義務化されており、この手の争いの余地はなくなったが、こ 問題は前述した法的に義務が免除された場合 減額が う かという問題とも密接に関係してくる問題である。努力義務に過ぎない場合に を認めな の らば、 然 を免除されている場合に減額が認められないことは至極当然のこ になるから る。
ちなみに、シートベルトやヘルメット不装着の場合にあっては、法的義務になっているかどうか、努力義務かど
うか、義務化されて ない等について、過失相殺を認めるか うかにつき裁判例の判断は区々であるといってよ
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い
）34
（
。この問題は義務化されているか否かだけでなく、普及率や装着率とも無関係ではないといえよう。普及率や装
着率が高ければ当然、装着しているべきであるとの社会的なコンセンサスが形成され、裁判においても当然に考慮に値すべき内容として評価されることになるからである。
前述したように、チャイルドシートが義務化されて以降、一旦は装着 が飛躍的に伸びたものの、昨今ではほぼ
横ばい状態になっている。その装着率はおよそ５０％ が、これに対し後部座席のシートベルト装着率は３０％強
）35
（
であって、約２０ポイントも装着率が低い。このことからすれば、チャイルドシートと後部座席シートベルト
に関していうと、後部座席シートベルト不装着の方が過失相殺事由として考慮されにくいということができよう。しかしながら、後席シートベルト装着・非装着による重傷率・死亡率の差は、数倍以上
）36
（
となっており、そうである
ならば、いくら装着率が低いとは え、本事案の結論には首肯しにくいところがあるといえよう。（５）小活これらの裁判例を検討した結果からわかることは チャイルドシートが法的に義務化される以前から過失相殺 （被
害者側の過失）事由として考慮されてきているということ、被害幼児が同乗する車両の運転手からチャイルドシート不装着による過失相殺の主張が認められる場合があること、同乗車両運転者が保護者以外の者 った場合にはより過失相殺が認められやすいであろうこと、被害幼児が同乗す 車両 運転手が保護者などであっても夫婦関係が破綻しているような場合にあっては夫婦間において損害賠償請求が認められること、チャイルドシートを装着できる状況にない場合であっても、他に損害を軽減できる方法があるならばそれを選択しない場合には過失相殺（被害者側の過失）される余地 あり得るということである。
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四
　
結びに代えて
本稿は前稿発表以降に公刊された裁判例を取り上げ、そこに現れた新たな問題点を中心に検討し、さらに踏み込
んで関連する問題点の指摘・検討を行い、前稿ではチャイルドシートの種類・実情、法的義務化の経緯、被害者側の過失の理論的根拠、統計による事故類型とチャイルドシートを装着しなかったことにより被害が拡大する場合、過失相殺割合等の検討を行った。本来であれば、前稿の内容をさらに推し進め、事故類型や過失割合等について裁判例の積み重ねから一定の基準を導き出すことができればよかったのであるが、未だ公刊された裁判例がお世辞にも豊富であるとはいえない状況であることから、議論の深化をあきらめ、いわば検討すべき範囲を広げた内容となった のである。
とはいえ、少しずつでもチャイルドシート不装着 よる過失相殺に関する問題点が明らかになってきているとい
えよう。しか 前項 示した事故累計及び統計的考察結果
）37
（
を考慮し、今回の議論を踏まえれば、とりわけチャイル
ドシートを装着できない状況で次善 策を講じなか 場合に過失相殺を行うべき場合につき、ある程度参考となるのではないかと思われる。
およそ過失相殺（被害者側の過失）にあっては、過失相殺割合、過失相殺 る場合がとりわけ関心を引くもの
であるが、これを定型的に基準化するには裁判例が積み重ねられ が必要である。そのためにも一 でも多くの裁判例が公刊さ ることを願ってやまない
そもそも、チャイルドシート不装着による 相殺（被害者側の過失）の問題は、幼児ないし児童といういわば
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弱者に対してその損害を減額するためのものであるから、本来であれば減額を認めること自体心苦しいものがあるといえよう。 たがって、できることならば減額が認められる場合が少しでも少なくなればよいのであるが、現実的にはチャイルドシート 装着率は伸び悩み、ミスユースの場合も多い
）38
（
。これらはほとんどの場合が幼児および児
童の保護者の意識 左右されているといってよい。前席シ トベルトの着用率は９０％を超えているのに、チャイルドシートの装着率がその約半分の５０％程度ということは、事故に遭った に親が助かって子供が死亡するといったケースも十分考えられることであり、そうなった場合に 目も当てられないとしか言い様がない。
警察庁や日本自動車連盟（ＪＡＦ）ではチャイルドシート着用のキャンペーンなどを行っている。このような悲
惨な状況が起こらないためにも、子供を同乗させる保護者の一人でも多くがチャイルドシートを使用するようにさらなる周知徹底を図ってほしいものである。
最後に、今後もチャイルドシート不装着による過失相殺の問題について注目していきたいと考える。1 　 厳密にいうと「過失相殺」よりもむしろ「被害者側の過失による減額」の方が適切かと思われるが、過失相殺と表現する裁
判例もあること、ジュニアシートの場合などでは幼児本人の過失相殺の可能性もあることなどから、便宜的に「過失相殺」の語を用いることにする。2 　
拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」 （東洋大学大学院紀要第４０集・２００４年）１０３～１２３頁。本稿は
前稿では検討できなかった点について考察しようとするものであり、いわば続稿というべき内容となっている。基本 な部分については前稿を参照されたい。3 　 第一法規出版社の判例文献情報で検索した場合、チャイルドシートのみに絞って法的に検討した文献は拙稿の前稿のみとい
っても過言ではないと思われる。なお シートベルトやヘルメットなどとともに検討した文献 いくつか見受けられる。
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4 　
 道交法上は「幼児用補助装置」であるが、一般的に用いられている「チャイルドシート」を総称して用いる。なお、チャイ
ルドシートの根拠法令およびチャイルドシートの規格等については、前掲注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１０５～１０６頁参照。5　 現時点でのチャイルドシート安全基準については、前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１０５
～１０６頁および同稿本文注を参照。
6　
 http://w
w
w
.jaf.or.jp/profile/new
s/file/100_19.htm
　　
http://w
w
w
.jaf.or.jp/profile/new
s/file/98_19.htm
　　
http://w
w
w
.jaf.or.jp/profile/new
s/file/99_17.htm
　
 　
ただし、６歳未満の幼児に関してであって、６～１５歳の児童についてはほとんど増加がみられない。 「シートベルトの効
果に関する研究」 （財団法人交通事故総合分析センター・２００３年）２０６頁。7　 http://w
w
w
.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/pdf/crsdata2008.pdf
8 　
 チャイルドシート義務化の内容については、前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１０５～
１０６頁参照。9　 道路交通法の一部を改正する法律（平成１９年６月２０日法律第９０号）
10　
 ただし、実際の運用においては、しばらくの間は取り締まることなく指導にとどめたようである。
11 　
 幼児および児童自身の過失による過失相殺につき、前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１０９
～１１２頁参照。12　 前掲・注（２）拙稿「 イルドシート不使用による過失相殺」１０６頁。
13 　
 道交法上、 「児童」は６歳以上
13
歳未満とされている（第１４条３項） 。なお、 「後席シートベルトの着用効果に関する調査
研究報告書」 （財団法人交通事故総合分析センター・２０００年）５頁は、分析に際し１２歳以下はジュニアシートの使用が適切であると考えている。14　 前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１１３頁。
15 　
桃崎剛「好意同乗及び同乗者のヘルメット・シートベル 装着義務違反における共同不法行為と過失相殺」 （判タ１２１３号・
第 22 巻１・２号―― 140
２００６年）１０頁は、同乗者のヘルメット・シートベルトの装着義務は既に社会に定着しており、同乗者のヘルメット・シートベルト着用義務は同乗者自身の生命・身体の保護をするためのものであり、道交法の性質上同乗者は装着義務の名宛人にはなっていないが、自らの生命・身体を保護するために当然負うべき義務と考えられ、ヘルメット・シートベルト装着義務を怠った、同乗者は、危険承知型の好意同乗者の立場と類似する関係にあることからすると、相手方車両の運転者との関係 みならず同乗車両の運転者との関係でも過失を観念することは可能であり、そ 拡大割合は 相手方車両の運転者に対する関係でも同乗車両の運転 に対する関係でも変わらないから、同乗者の過失割合は相手方車両の運転者に対する関係でも同乗車両の運転者に対する関係でも同一であるとする。桃崎判事は、同稿においていわゆる過失相殺の絶対的構成と相対的構成との問題において論じられており、絶 的構成の方が過失相殺関係が複雑にならないことから優れていると主張されている。その立場では確かに相手方所領運転者と 乗車両運転者とを区別することなく扱った方が簡便であるが、被害者側からすれば頷けないところもあるのではないかと思われる。なお、この議論はチャイルドシート 関しても当てはまる議論であるといえ 。16　 前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１０９頁。
17　
 保護者については、法律により意味することが若干異なるが、本稿では親権者ないしは親、同居の親族として用いる。
18 　
 東京地判平成１０年１２月２２日交民集３１巻６号１９６７頁（１９９９年） 、大阪地判平成１０年１２月１５日交民集
３１巻６号１９１５頁（１９９９年） 、大阪地判平成７年１月３１日交民集２８巻１号１４７頁（１９９６年）等。19 　 大阪地判平成１２年 月２ 日交民集３３巻１号（２００１年）１０９頁、大阪地判平成１１年１１月８日交民集３２巻６
号（２０００年） ７６２ 、岡山地判平成１０年１０月２９日交民集 巻５号（１９９９年）１６０５頁、名古屋地判平成１０年２月 ８日交民集３１巻１号（１ ９９年）２３３頁等多数。20 　 前稿では、 ヘルメットは「不着用」 、 チャイルドシートは「不使用」の言葉を用いたが、 本稿で取り上げる裁判例などでは「不
装着」の言葉が用いられており、実説的には用 なかったことが重要 のであって、用語にさほど拘泥 必要は と思われるので、本稿では「不装着」を用 る とにす 。21 　 ヘルメット不装着の例であるが、 拙稿「ヘルメット着用の有無による過失相殺 （東京経営短期大学紀要第 ４号・２ ０６年）
１１６頁および同稿本文注参照。22 　 Ａに対してはいわば共同不法行為者的な関係といってよいだろう。仮に負担割合を考えた場合には、無論Ｙの方が重く る
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と考えられるから、ＸからＹに請求することは比較考量的に許されてしかるべきであろう。23　 東京地判昭和３７年７月１７日下民集巻１３号７頁１４３４など。
24　
 事故当時は道交法上後部座席については努力義務にとどまるものであった。
25　
 周知のように、道交法が改正され２００８年６月１日より施行されている。
26　
 最判昭和４７年５月３０日民集第２６巻４号８９８頁。
27　
 実際問題として他 Ａの財産として相続されるべきめぼしい財産はほぼないものと思われる。
28 　
 相続欠格（民法８９１条） 事由に該当しない限りＹも父親としてＡの損害賠償請求権につき相続人として請求が可能であ
るはずであるが、事故におけるＹの事情（故意ではないが非常に過失が重い場合）によっては権利の濫用として認めないという可能性もあるように思われる。そうな と、実質的にＸはＡの財産すべてを相続できることになり、より一層意義があることにな 。29　 前稿ではこの点につき検討していなかったため、本事案をベースに検討を加える。
30 　
 なお、４点・５点式のシートベルトは車両運送法上の保安基準 適合せず、車検を通らない場合があ ことに注意する必要
がある。31 　 道路運送車両の保安基準が改正され、１９６９ （昭和４４年）４ 日以降国内で生産された普通乗用車（定員１０人以
下、 軽自動車を除く）は運転席にシートベルトの設置が義務付け れている（軽自動車につい は同年１０月１日生産車 ら） 。したがって、今日シートベルトの設置を備えていない四輪自動車はさほど多くないといえる。32 　 シートベルトやヘルメットの場合における裁判例につ ては 前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相
殺」および前掲・注（２１） ・拙稿「ヘルメット着用の有無による過失相殺」参照。33 　 無論、本件のようにチャイルドシート装着車が併走していなくとも、 とえば出発の段階で装着車を選択できるような事情
があるにもかかわらず非装着車に乗せたような場合 は、過失相殺される余地が十分あると考えられる。34　 ヘルメット不装着 例であるが、 前掲・注（２１）拙稿「ヘ メット着用 有無による過失相殺」１１５頁および本文注
 参照。
35　
 http://w
w
w
.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/driver2008.htm
　　
http://w
w
w
.jaf.or.jp/eco-safety/safety/data/pdf/sb2008.pdf
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36　
 とくに、前掲・注（１３） 「後席シートベルトの着用効果に関する調査研究報告書」６～２２頁参照。
37　
 前掲・注（２）拙稿「チャイルドシート不使用による過失相殺」１１３～１１９頁。
38　
 前掲・注（７）参照。
